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（資料35）平成２３年度婦人保護事業実施状況報告の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥311

（資料36）厚生労働行政におけるＤＶ被害者の自立支援の取組み ‥‥‥‥‥‥‥‥‥314

（資料37）ＤＶ被害者等の相談・保護等の状況について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥315

（資料38）ＤＶ関連事業の都道府県別実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥319

（資料39）婦人相談所等における人身取引被害者への対応 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥320

【ⅳ 虐待防止対策室関係】
○ 児童虐待防止対策について

（１）平成24年度補正予算及び平成25年度予算案における児童虐待防止対策関係事業

について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥323

（２）子ども虐待による死亡事例等の検証について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥‥‥325

（３）措置解除等に伴い家庭復帰した児童の安全確保の徹底等について・・・・・・・・‥‥‥‥327

（４）児童相談所の体制強化等について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥‥‥328

（５）市町村における虐待防止対策の推進について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥‥‥330

（６）児童家庭相談に携わる職員の研修について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥‥‥332
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（７）「乳幼児揺さぶられ症候群の予防及び乳児の泣きに関するＤＶＤ」配布及び予防啓発・

評価事業の実施について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥‥333

（８）児童虐待防止に係る広報啓発の取組について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥‥‥333

［虐待防止対策室：関連資料］

（資料１）平成25年度児童虐待防止対策について・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥‥‥337

（資料２）安心こども基金における児童虐待防止対策緊急強化事業の整理について・‥‥‥341

（資料３）子ども虐待による死亡事例等の検証結果等について（第８次報告）の概要・‥‥‥342

（資料４）保健・福祉サービスを受けていない乳幼児の家庭への対応・・・・・・・・・・・・・‥‥‥343

（資料５）「養育支援を特に必要とする家庭の把握及び支援について」（平成24年11月30

日付厚生労働省雇児総発1130第１号、雇児母発1130第１号、厚生労働省雇用

均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長通知）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥‥‥344

（資料６）「児童虐待の防止等のための医療機関との連携強化に関する留意事項について」

（平成24年11月30日付厚生労働省雇児総発1130第２号、雇児母発1130第２号、

厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長、母子保健課長通知）・・・・・・・・・・‥350

（資料７）地方公共団体が行った児童虐待による死亡事例等の検証の報告一覧（公表分・

平成23年度に受理した報告書）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥359

（資料８）措置解除等に伴い家庭復帰した児童の安全確保の徹底について（平成24年11

月30日付厚生労働省雇児総発1130第３号厚生労働省雇用均等・児童家庭局

総務課長通知）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥360

（資料９）児童相談対応件数及び児童虐待による死亡事例数の推移・・・・・・・・・・・・・・・・‥362

（資料10）児童相談所職員（児童福祉司）の増員措置の推移・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥363

（資料11）平成24年度都道府県別児童福祉司の管轄人口・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥364

（資料12）市町村相談体制の現状・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥365

（資料13）市区町村の児童家庭相談業務の実施状況等の調査結果及び結果を踏まえた

対応について（平成24年12月28日付事務連絡）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥366

（資料14）平成23年度要保護児童対策地域協議会の担当職員について・・・・・・・・・・・・‥368

（資料15）要保護児童対策地域協議会実践事例集の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥369

（資料16）乳児家庭全戸訪問事業及び養育支援訪問事業の実施率の推移・・・・・・・・・・‥372

（資料17）平成23年度「乳児家庭全戸訪問事業」及び「養育支援訪問事業」都道府県別

実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・‥373

（資料18）平成25年度児童家庭相談に携わる職員等を対象とした研修等一覧・・・・・・・・‥374

（資料19）「児童相談所及び市町村の職員研修の充実について」（平成24年２月23日付雇

児 総発0223第２号厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課長通知）・・・・‥‥376

（資料20）「乳幼児ゆさぶられ症候群予防啓発ＤＶＤ」の配布及び予防啓発・評価事業への

参加募集について（平成25年２月22日付事務連絡）・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・388

（資料21）学生によるオレンジリボン運動の実施状況について・・・・・・・・・・・・・・・・・‥‥‥・・391
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【ⅴ 母子保健課関係】
１．妊婦健康診査について

（１）妊婦健康診査の公費助成に関する財源の見直しについて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥395

（２）妊婦健康診査の公費負担の状況調査について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥395

（３）その他 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥395

‥396２．離島に居住する妊婦が妊婦健診を受診するための交通費等の支援について

‥‥‥‥‥396３ 「不妊に悩む方への特定治療支援事業」に係る見直し内容について．

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥397４．HTLV-1母子感染対策の推進について

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥397５．習慣流産等（いわゆる不育症）に対する支援について

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥398６．子どもの心の診療ネットワーク事業について

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥398７．児童虐待防止医療ネットワーク事業について

８．妊娠期から育児期に係る支援体制の充実について

（１）妊娠について悩む者が相談しやすい体制の整備等について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥399

（２）乳幼児健診の未受診者の受診勧奨について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥399

９ 「健やか親子21」について．

（１）健やか親子21全国大会について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥400

（２）マタニティマークについて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥400

10．小児慢性特定疾患治療研究事業について

（１）中間報告について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥401

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥40111．養育事業の基礎自治体への権限移譲について

［母子保健課：関連資料]

（資料１）妊婦健康診査の公費助成に関する財源の見直しについて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥405

（資料２）妊婦健康診査の公費負担の状況について‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥407

（資料３）離島に居住する妊婦が妊婦健診を受診するための交通費等の支援について ‥408

（資料４）不妊に悩む方への特定治療支援事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥409

（資料５）習慣流産等（いわゆる不育症）に対する支援について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥411

（資料６）マタニティマークについて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥412

（資料７）母子保健医療対策等総合支援事業の実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥415

（資料８）都道府県別の主な母子保健指標等 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥417

（資料９）小児慢性特定疾患治療研究事業の実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥418

（資料10）小児慢性特定疾患児日常生活用具給付事業の実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥419

（資料11）未熟児養育医療給付実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥420

（資料12）未熟児支援に係る事務の流れ ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥421
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【ⅵ 職業家庭両立課関係】
○ 仕事と家庭の両立支援対策の推進について

（１）仕事と家庭の両立支援の推進について ････‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥425

（２）次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画の策定及び認定について‥425

（３）ファミリー・サポート・センター事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥426

（４）雇用保険による事業所内保育施設助成制度について･‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥427

［職業家庭両立課：関連資料]

（資料１）仕事と家庭の両立をめぐる現状 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥431

（資料２）育児・介護休業法の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥433

（資料３）「イクメンプロジェクト」について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥434

（資料４）次世代育成支援対策推進法に基づく企業の行動計画策定・実施 ‥‥‥‥‥‥435

（資料５）都道府県別一般事業主行動計画策定届の届出及び認定状況 ‥‥‥‥‥‥‥436

（資料６）ファミリー・サポート・センター事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥437

（資料７）事業所内保育施設設置・運営等支援助成金 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥438

【ⅶ 保育課・幼保連携推進室関係】
１．待機児童解消のための保育士の確保について

（１）保育士確保施策の拡充 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥441

（２）保育士の資格取得と継続雇用の強化 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥441

（３）保育士の処遇改善 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥442

２．保育所の耐震化の促進について

（１）耐震化の状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥443

（２）耐震化工事の施設整備費について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥443

（３）耐震化診断について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥443

３．多様な保育サービス等の推進について

（１）保育や子育て支援の充実等について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥444

（２）病児・病後児保育事業について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥445

（３）家庭的保育事業の推進について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥445

（４）保育対策等促進事業費補助金の交付申請等について･･･‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥445

４．保育所におけるアレルギー等のガイドラインの活用について

（１）保育所におけるアレルギー対応ガイドラインについて‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥446

（２）保育所における食事の提供ガイドラインについて ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥446

（３）保育所における感染症対策ガイドライン（2012年改訂版）について‥‥‥‥‥‥‥‥446

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥447５．保育所等における安全管理及び事故防止について

［保育課・幼保連携推進室：関連資料］

（資料１）待機児童解消のための保育士の確保策 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥451

（資料２）保育所の耐震化の状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥455

（資料３）認定こども園事業費等の改善 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥466
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（資料４）一時預かり事業の機能強化 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥467

（資料５）へき地保育事業の実施要件の緩和 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥468

（資料６）家庭的保育事業の充実について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥469

（資料７）平成２３年度特別保育実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥470

（資料８）平成２３年度障害児保育の実施状況 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥476

（資料９）「保育所におけるアレルギー対応ガイドライン」の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥479

（資料10）「保育所における食事の提供ガイドライン」の概要 ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥480

（資料11）「2012年改訂版 保育所における感染症対策ガイドラインの概要 ‥‥‥‥‥‥481

（資料12）保育所等における事故防止の徹底について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥482

【ⅷ 内閣府（少子化対策企画室・保育課）関係】
○ 子ども・子育て支援新制度について

（１）子ども・子育て支援新制度について‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥485

（２）新制度に向けた認可外保育施設等の利用実態の把握について‥‥‥‥‥‥‥‥‥486

［内閣府（少子化対策企画室・保育課 ：関連資料］）

（資料）子ども・子育て支援新制度について ‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥489

【参考資料】
‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥503１．平成２５年度雇用均等・児童家庭局予算案の概要

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥511２．平成２５年度児童福祉関係主要行事等予定表

‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥515３．施策照会先一覧
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